菊川市自然エネルギー利用促進補助金交付要綱
令和５年３月31日

菊川市告示第65号

　（趣旨）

第１条　市長は、自然エネルギーの利用を促進し、地球温暖化の防止を図るため、太陽光発電システム、太陽熱温水器等（以下「補助対象機器」という。）を設置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、菊川市補助金等交付規則（平成17年菊川市規則第29号）及びこの要綱の定めるところによる。
　（定義）
第２条　この要綱において「補助対象機器」とは、次に掲げる装置又は機器とする。ただし、設置前にすでに使用された装置又は機器は除く。
　(1) 太陽光発電システム（住宅の内部で用いる電気を太陽光エネルギーから直接変換する機器及び変換された電気を供給するために必要な機器により構成された装置で、太陽電池の最大出力が10キロワット未満）
(2) 家庭用リチウムイオン蓄電池（リチウムイオン蓄電池及び電力変換装置（インバータ、コンバータ等）を備え、太陽光発電システムにより発電する電力を充放電し、住宅部分に電力を供給できること。）

(3) 太陽熱温水器（住宅の内部で用いる温水を太陽熱エネルギーから直接集熱するもので、集熱パネルと貯湯槽が一体となった機器）
(4) ソーラーシステム（住宅の内部で用いる温水を太陽熱エネルギーから直接集熱するもので、分離した集熱パネルと貯湯槽により構成された装置）
（補助の対象者）

第３条　補助金交付の対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。

(1) 菊川市内に自ら居住し、又は居住する予定の住宅（併用住宅の場合は、居住用に供する部分の床面積が２分の１以上のものに限る。）に自らの所有に係る補助対象機器を設置する者
(2) 市税等を滞納していない者（同一世帯に属する者を含む）
　（補助金の額）

第４条　補助金の額は、次の表の左欄に掲げる補助対象機器の種類に応じ、それぞれ当該右欄に定める額とし、その額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。
	補助対象機器の種類
	補　　助　　金　　の　　額

	太陽光発電システム
	太陽電池の最大出力に１キロワット当たり4,000円を乗じて得た額とし、20,000円を限度とする。

	家庭用リチウムイオン

蓄電池
	蓄電池の蓄電容量に１キロワット時当たり12,000円を乗じて得た額とし、60,000円を限度とする。

	太陽熱温水器
	集熱パネルの面積に１平方メートル当たり2,000円を乗じて得た額とし、8,000円を限度とする。

	ソーラーシステム
	集熱パネルの面積に１平方メートル当たり2,000円を乗じて得た額とし、12,000円を限度とする。


　（交付の申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　(1) 設置する補助対象機器の仕様が分かる図書（パンフレット、設置計画図など）
　(2) 補助対象機器の設置に関する見積書の写し（内訳の分かるもの）

(3) 設置する住宅の位置図

　(4) 設置場所と申請者の住所が異なる場合にあっては、建築確認申請書の写し、その他設置する住宅に居住することを証明するもの
(5) 家庭用リチウムイオン蓄電池にあっては、常時太陽光発電システムと接続し、同システムが発電する電力を充放電できることが分かる書類（回路図など）

(6) その他市長が必要と認める書類
　（交付の条件）

第６条　次に掲げる事項は、補助金の交付を決定する際の条件となるものとする。

　(1) 補助対象機器の設置は、申請の日の属する年度内に完了しなければならないこと。

　(2) 設置する補助対象機器の内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならないこと。
　(3) 補助対象機器の設置を取止めようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならないこと。

　(4) 補助対象機器の設置工事が予定の期間内に完了しないとき又は当該工事の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならないこと。
　（交付の決定）

第７条　市長は、第５条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。

　（変更の承認申請等）

第８条　第６条第２号の変更承認を受けようとする者は、変更承認申請書（様式第３号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　(1) 設置する補助対象機器の仕様が分かる図書（パンフレット、設置計画図など）

　(2) 補助対象機器の設置に関する見積書の写し（内訳の分かるもの）

　(3) その他市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の規定による変更承認申請書を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、変更承認通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

　（申請の取下げ）
第９条　補助金の交付決定を受けた者は、補助金交付決定通知を受けたのち、補助金の交付申請の取下げ承認を受けようとするときは、取下承認願（様式第５号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の規程による取下承認願の提出があったときは、当該願に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。

　（実績報告）
第10条　補助金の交付決定を受けた者は、補助対象機器の設置工事が完了した日から起算して30日を経過する日又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、完了実績報告書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 補助対象機器の設置に関する領収書の写し（内訳の分かるもの）

　(2) 設置した住宅の全景写真（屋根に設置した機器の設置状況が分かるもの）
　(3) 屋根に設置した機器以外の機器がある場合には、その設置状況が分かる写真
(4) 太陽光発電システムにあっては、電力会社との契約関係書類の写し
(5) その他市長が必要と認める書類
　（補助金の額の確定）
第11条　市長は、前条の報告書の提出があったときは、その内容の審査及び必要により現地確認を行い、適当と認めたときは、交付確定通知書（様式第７号）により、報告書を提出した者に通知するものとする。
　（補助金の請求）

第12条　前条の確定通知を受けた者は、速やかに請求書（様式第８号）により、市長に補助金を請求し、市長は請求に基づき遅滞なく補助金を交付するものとする。
　（交付の取消し）

第13条　市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき

(2) 補助金交付の条件に違反したとき

(3) 設置した補助対象機器を次の期間内に処分し、又は善良な管理者としての責務を怠り当該機器の機能を失わせたとき
　ア　太陽光発電システム　 20年

　イ　家庭用リチウムイオン蓄電池　６年

　ウ　その他の補助対象機器　7年
　（補助金の返還）

第14条　市長は、前条の規定による補助金の交付決定を取消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助金の交付を受けた者に対し、期限を定めてその返還を求めることができる。

　（協力）

第15条　市長は、この補助を受けて補助対象機器を設置した者に対し、必要に応じて資料の提供その他の協力を求めることができる。

　（補則）

第16条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

　　　附　則

　　この告示は、平成21年４月１日から施行する。
　　　附　則

　　この告示は、平成24年４月１日から施行する。
附　則

　　この告示は、平成27年４月１日から施行する。
　　　附　則

　　この告示は、平成30年４月１日から施行する。

　　　附　則

　　この告示は、令和５年４月１日から施行する。
様式第１号（第５条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
　　　　　　　　　年　　月　　日
菊川市長　　氏　　　　名　　宛
　　　　住　　所
申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　（　　）
補助金交付申請書
　自然エネルギーの有効利用を図るための装置又は機器を設置するに当たり、菊川市自然エネルギー利用促進補助金を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
	交付申請額
	\　　　　　　　　円

	設置する住宅の種類
	□　専用住宅　　□　併用住宅

	設置場所
	菊川市
	自治会名
	

	設置する装置
又は機器
	□　太陽光発電システム　　　□　家庭用リチウムイオン蓄電池
□　太陽熱温水器　　　　□　ソーラーシステム

	設置機器の最大出力、蓄電容量
又は集熱器面積
	①太陽光発電システム  ・・・  太陽電池の最大出力　　　　　　kw
②家庭用リチウムイオン蓄電池 ・・・ 蓄電容量　　　　　　kwｈ
③その他装置･機器  ・・・  集熱パネルの面積　　　　　　㎡

	交付申請額の
算出根拠
	①太陽光発電システム
　　　　kw × 4,000円/kw ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
②家庭用リチウムイオン蓄電池
　　　　kwh × 12,000円/kwh ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
③その他装置･機器
　　　　㎡　× 2,000円 /㎡　＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）

	施行
業者
	住所
	

	
	氏名(名称)
	

	
	電話番号
	

	設置予定工期
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	添付書類
	・設置する補助対象機器の仕様が分かる図書(パンフレット･設置計画図など)

・補助対象機器の設置に関する見積書の写し(内訳の分かるもの)

・設置する住宅の位置図
・設置場所と申請者の住所が異なる場合にあっては、建築確認申請書の写し他
・家庭用リチウムイオン蓄電池にあっては、常時太陽光発電システムと接続し、同システムが発電する電力を充放電できることが分かる書類（回路図など）
・設置する住宅が併用住宅の場合にあっては、住宅の平面図


（注）
　１　「設置する住宅の種類」及び「設置する装置又は機器」の欄には、該当する□にレ点を付すこと。
様式第２号（第７条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様

菊川市長　氏　　　　　名　印
交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付けで交付申請のあった自然エネルギー利用促進補助金については、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記
１　交付決定額　　　\　　　　　　　　円
２　補助対象機器　　　
３　補助金の交付条件

(1) 補助事業は、交付の決定を受けた日の属する年度の末日までに完了すること。

(2) 設置する補助対象機器の内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。

(3) 補助対象機器の設置を取止めようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。
(4) 補助対象機器の設置工事が予定の期間内に完了しないとき又は当該工事の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し指示を受けること。
(5) 補助対象機器の設置工事が完了したときは、完了した日から起算して30日を経過する日又は交付の決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、完了実績報告書を市長に提出すること。
(6) 不正な手段により補助金の交付を受けたとき、その他補助金の交付条件に違反したときは、交付の全部又は一部を取消す。
様式第３号（第８条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）　　　　　　　　　年　　月　　日
菊川市長　　氏　　　　名　　宛
　　　　住　　所
申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　（　　）
変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定通知を受けた自然エネルギーの有効利用を図るため設置する装置又は機器の内容を変更したいので、承認願いたく関係書類を添えて申請します。
記
　
	変更交付申請額
	\　　　　　　　　円

	変更の内容
	変更前
	太陽光発電システム  ・・・  太陽電池の最大出力　　　　　　Kw

家庭用リチウムイオン蓄電池 ・・・ 蓄電容量　　　　　　Kwh

その他装置･機器  ・・・  集熱パネルの面積　　　　　　㎡
（上記以外の変更）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	変更後
	太陽光発電システム  ・・・  太陽電池の最大出力　　　　　　Kw

家庭用リチウムイオン蓄電池 ・・・ 蓄電容量　　　　　　Kwh

その他装置･機器  ・・・  集熱パネルの面積　　　　　　㎡
（上記以外の変更）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更の理由
	

	変更交付申請額
の算出根拠
	○太陽光発電システム
　　　　kw × 4,000円/kw ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
○家庭用リチウムイオン蓄電池
　　　　kwh × 12,000円/kwh ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
○その他装置･機器
　　　　㎡　× 2,000円 /㎡　＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）

	添付書類
	・設置する補助対象機器の仕様が分かる図書(パンフレット･設置計画図など)

・補助対象機器の設置に関する見積書の写し(内訳の分かるもの)


様式第４号（第８条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様

菊川市長　氏　　　　　名　印
変更承認通知書
　　　　年　月　日付けで変更承認申請のあった自然エネルギー利用促進補助金については、下記のとおり承認したので通知します。

記
１　交付決定額の変更　　変更前の額　　　\　　　　　　円
差引き増減　　　\　　　　　　円
変更後の額　　　\　　　　　　円
２　変更承認の内容
様式第５号（第９条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

年　月　日　
菊川市長　氏　　　　　名　宛
　　　　住　　所

申請者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　（　　）

取下承認願
　　　　年　月　日付け　第　号により交付決定通知を受けた自然エネルギー利用促進補助金について、第９条の規定に基づき、交付申請を取り下げたく承認願います。
記
	中止又は廃止の理由
	


様式第６号（第10条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）　　　　　　　　　年　　月　　日
菊川市長　　氏　　　　名　　宛
　　　　住　　所
報告者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　（　　）
完了実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定通知を受けた自然エネルギーの有効利用を図るための装置又は機器の設置工事が完了したので、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
　
	交付決定額
	\　　　　　　　　円

	設置場所
	菊川市
	自治会名
	

	設置した装置
又は機器
	□　太陽光発電システム　　　□　家庭用リチウムイオン蓄電池
□　太陽熱温水器　　　　□　ソーラーシステム

	設置機器の最大出力、蓄電容量
又は集熱器面積
	①太陽光発電システム  ・・・  太陽電池の最大出力　　　　　　Kw
②家庭用リチウムイオン蓄電池 ・・・ 蓄電容量　　　　　　Kwh

③その他装置･機器  ・・・  集熱パネルの面積　　　　　　㎡

	交付決定額
の算出根拠
	①太陽光発電システム
　　　　kw × 4,000円/kw ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
②家庭用リチウムイオン蓄電池
　　　　kwh × 12,000円/kwh ＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）
③その他装置･機器
　　　　㎡　× 2,000円 /㎡　＝　　　　　　　円（千円未満切捨て）

	施行
業者
	住所
	

	
	氏名(名称)
	

	
	電話番号
	

	設置工事期間
	　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	添付書類
	・補助対象機器の設置に関する領収書の写し(内訳の分かるもの)

・設置した住宅の全景写真（屋根に設置した機器の設置状況が分かるもの）
・屋根に設置した機器以外の機器がある場合には、その機器の設置状況が分かる写真
・太陽光発電システムにあっては、電力会社との契約関係書類の写し


（注）
　１　「設置する装置又は機器」の欄には、該当する□にレ点を付すこと。
様式第７号（第11条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様

菊川市長　氏　　　　　名　印
交付確定通知書
　　　　年　月　日付け　第　号で交付決定した自然エネルギー利用促進補助金について、下記のとおり確定したので通知します。

記
１　交付確定額　　　\　　　　　　　　円
２　補助対象機器　　　
３　補助金の返還
　　次のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の全部又は一部を取り消し、交付された補助金の全部又は一部の返還を求める場合があります。
(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
(2) この補助を受けて設置した装置又は機器を次の期間内に処分し、又は善良な管理者としての責務を怠り当該装置又は機器の機能を失わせたとき

　　　ア　太陽光発電システム　　20年

　　　イ　家庭用リチウムイオン蓄電池　　６年

　　　ウ　太陽熱温水器、ソーラーシステム　　 7年
　４　調査への協力のお願い

　　自然エネルギーの有効利用を図るため設置した装置又は機器について、その効果に関する調査を市が実施するときは、資料提供等にご協力ください。

様式第８号（第12条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

請求書
金　　　　　　　　　円

　　　　年　月　日付け　第　号により、補助金の確定を受けた自然エネルギー利用促進補助金を、上記のとおり請求します。
年　月　日　
菊川市長　氏　　　　　名　宛
　　　　住　　所

請求者　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　（　　）

　
	振　　　　　　　込　　　　　　　先

	金融機関名
	

	支店名
	

	口座の種類
	□ 普　通　　　□ 当　座

	口座番号
	

	フリガナ

口座名義人
	


　（注）補助金は、口座振込みとなりますので、振込先は必ず御記入ください。
